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はじめに----メコン妻鼻会の調査と計画

延長 4,500km におよぶメコン河の源- チベットの rl"ang-kt卜la山脈中の標高約 5,loom

の一角に発し,おそらくYangtzeChiallgや Salween河とそれらの源をほとんど接 している

といわれる- を見た人はいないo流域面積約 80万kn12,平均年聞流出水巌475,000×106m3

をもって世界第 6位とされるメコン河は,中国,ビルマ,ラオス,タイ,クメールおよびベ トナ

ムを流れる国際河川であるが,河の実際の利用面からみてメコンはラオス以下Aの下流 4沿岸国

にとって最も重要であるOこの河の多目的開発のため,上の4カ国は1957年,メコン河 ド流域調

査調整委員会 (CommitteeforCO-ordinとltionofInvestigationsoftheLowerMekongBasin)

*株式会社 AICO
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を設立した｡メコン河は北部タイとラオスとの国境においてこの委員会のいう下流域に入り,

そこから南シナ海の河口までなお 流路延長 2,400km,流域面積 606,000km2をもつ ｡ その流

域はラオスのほとんど全部,北部タイの一部と東北タイ,カンボジアの大部分およびベ トナム

の中央高原と南端のデルタをおおう｡河口から本流沿いにカンボジアの KonpongCham まで

400km,あるいは途中 TonleSapをさかのぼれば 500km余, これらの間は河床勾配がほと

んどなく,いわゆるメコンデルタを形成 しているO ここに毎年洪水の氾濫する40,000km2前

後に及ぶ地域がある｡

メコンデルタの開発の歴史は,部分的には挟南王国 (1- 7世紀)まで遡ることができよう

が,近代技術を行使した開発に堪えるデータの整備には最近までまたなければならなかった｡

とくにメコン委員会の設立以来,数々の協力機関によって洪水調節,舟航,水力発電,かんが

い,漁業,経済社会的発展等に関する調査 ･計画がすすめられ,今日ではメコン河下流域は世

界のデルタの中でもおそらく最もよくデータのえられる流域の一つとなった｡国連の Selected

13ibliography,LowerMekongBasinには4,000点以上の参考文献が挙げられている｡以下,主

としてメコン委員会の公刊したできるだけ新 しい資料に拠 りながら,メコン河下流沿岸国の諸

指標について概説してみたい｡

1 人 口 ･耕 地 ･食 糧 ･GNP

1974年におけるメコン河下流域の人口は約 33×106人であり, これは 関係 4カ国の総人口

のほぼ半分にあたる｡ まず1970年に発表されたメコン委員会の IndicativeI∋asinPlanによっ

て,西暦2000年までの人口推定と必要な食糧,それに普通のテンポの開発によって期待される

食糧生産量を挙げてみると表 1,2のごとくである｡

暦2000年ではほぼ 10×106tの不足量を生ずることになる｡その頃は輸出の余地はなくなるで

あろうし,食糧生産のテンポは IndicativeBasinPlanに示されているものを上廻るような,

表 1 メコン河下流域の人口* (単位 :106人)

クメール

ラ オ ス

タ イ

ベ トナム

計

5

9

7

3

nU
1

6

7

5

2

9

5

22.63

6.36 ･ 8.14 10.73 ･ 13.87

13?:;≡ i 173:喜… ; 2…:喜冒 2…:三…

7.42 9.18 11.19 13.64

29.66 38.42 岳 49.28 i 62.37

*IndicativeBasinPlanでは主として1963年になされた国連の世界人口推計 (1966)
に拠っている｡ベトナムにはこのほかに政府が1971年に推定した数字があり,それ
は上表の数字を若干上廻っている｡例えば2000年において14,83×106人｡
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蓑 2 メコン河卜流域の食糧の需要と供給-食糧の需要1)(単位:106t)

クメール :ラ オ ス
ヨタ イ rベ トナム2,㌢ 封

_:- _~:二 一三一二 二:LIL-: : : :_｣

1) すべての穀物をpaddyに換算｡輸出分のシェアも含む｡
2) デルタの16州｡

3) 将来のかんがい効果も含めた穀物生産鼓O

生産方法の質的な転換を含む飛躍的な生産性の向上を必要とするであろう｡

質的な転換というのは,雨季単作か ら乾季作をふくむ多毛作-,モノカルチャーから作物の

多様化-,粗放農業から集約農業へ向かうことを意味する｡ それは,現在耕作可能地の大部分

がすでに開拓 しつくされて しまったことか らも明らかである｡メコン河 F流域における総耕作

可能地をどの程度に見積るべきかについては,種々の見方があり,とくに林野の開墾畑地化の

限度については意見が分かれる｡ しか し,土壌的にみて開田の余地がもはやほとんど無いこと

については,多くが一致 して認めるところである｡表 3にその一例を示す｡

つぎに,1974年にオランダ経済研究所 (NetherlandsEconomicInstitute)が行なった沿岸 4

カ国の経済発展のマクロな推定,1970年か ら2000年までの人H,GNP,投資額などの数字を紹

介するol)これはいくつかの異なった政府の政策の仮定のJ.6こ, 将来可能な経済発展の指標を

推定したもので,相二萱封こ関連する鼻も重要な決定園子として人目,GNPに関する費用,GDP

の origine,雇用の4カテゴリーをとりあげている｡ モデルの説明は省き,結果だけをまとめる

と,図 1,2と表 4,5のようになる｡

さて,人L吊ま西暦2000年以後も増えつづけるのであるが,いったいメコン河 F流域の人【｣支持

表 3 メコン河下流域の耕作可能地 (単位 :1,000ha)

! 水 f刀 畑 地

クメール

ラオス

東北タイ

ベトナムデルタ

計

3,500 3,100

900 750

3,4()0 3,15()

1,780 1,720

nU
O

5

0

8

1

6

5

5

2

9

4

0

nU
ハU
nU

O

8

nU
0

4

6

2

出典 :IBRD.1970.I,owcrMek()rigBasin,ReportbyConsultant,SirAlexanderGibt'
andPとlrtnCr.q

1) MekongCommittee.1974.AStudyontheMacro-economicDevelopmentoftheCountriesoftheLower

MekongBasin1970-2000,GeneralIntroduction,ReportbytheSecretariat,WRD/MKG/INF/L.578.
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図 1 メコン沿岸 4カ国の人しこは GNP(1970--2000)
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図2 メコン沿岸4カ国の没賢と
国内貯蓄

力はどれほどであろうか｡資源は再利用もふくめて消費に堪えうるであろうかO人Uの静止状

態はありうるのか,それともかつて経験しない破局を迎えねばならないのだろうか｡最近メコ

ン委員会で議論を呼んだ R.L.Meierの説2)をみてみよう｡

彼によれば メコン河下流域の人口支持力は 123×106人 (1974年現在 33×106人)であり,

それは表6にみられるような耕地の拡大 (とくに丘陵地･高原において現状の数倍)と,｢緑の
革命｣方式がゆきわたり,地域別に現在最高を示す収量水準が既耕地の全部に実現 し,低地の

ほとんどがかんがいされることを前提としている｡

2) Meier,RichardL･(UniversityofCalifornia,Berkeley),August,1974･HumanEcologyinLJOngTerm

RiverBasinPlannlng-theMekongCase･SecondDraft･
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表 4 人 LlとGNPの 年 増 加 率

1975-1980 人 FJ

GNP

GNP/人

1985-1990 人 H

GNI)

GNP/人

1995-2000 人 H

GNl)

GNP/A

クメール ラ オ ス

2.9% 2.6%
5.0 . 4.5

1

2.9 2.8

7.0 5.5

4.1 2.7

7.0 6.0

4.6 3.5

タ イ ベ トナム

2.9,冗

7.5

4.4

2.4

8.0

5.5

1.9

8.()

6.0

表 5 GNPに占める投資 と国内貯蓄の シェア

197() 投 資

国 内 貯 蓄

1980 投 資

国 内 貯 蓄

1990 枚 賢
It｣再貯晶

2000 投 資

国内貯蓄

表 6

lliHs

PlatLIau

Floodplain

Total

クメール ラ オ ス タ イ

12.7% 8.6% 23.3%

19.5

16.7

22.4

18.3

23.1

20.3

15.0 26.4

2.0 23.8

21.0 28.0

12.0 25.2

25.0 28.0

20.0 25.汚

メ コ ン河 下 流 域 の 食 糧 供 給 容 鼠

F総 ×思 6監 ≡開発甥 糟 . 耕 地 革

16.0

41.6

6.9

64.5

3.0

30.()

6.0

39.0

19%
73%

86%

60%

3,10,J

6.5

3.9

2.7

7.0

4.3

2.4

7.0

4.6

ベ トナム

10.7%

1.7

21.0

14.2

24.5

16.3

24.5

18.8

人に]支持力
×106人

12

75

36

123

しかしながら静止状態に達する人口は,メコン流域よりはるかに開発の遅れる隣接地域から

の人口流入を考えると,すくなく見積-'ても130-170×106人になろうという｡上の高いほう

の数字 170×106人の場合, メコン河の水を引くことによってメコン流域外に都市化区域を形

成することもできよう｡ 縁の革命の後継者たちは多大の貢献をするであろうが,食物の需給計

画では不足の予想される期間や量について,メコン河流城外をも含めて考慮しなければならな

い｡家族計画 ･産児制限が必須となるが,これがメコン流域の住民に受け入れられるまでには

20年以上を要しよう｡家族サイズの選好は社会通念の変化がない限り変わらないからである｡
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最低の適切な生活水準,都市と農村との均衡を維持しうる社会では,労働生産性が現行の数倍

になるような構造をもたなければならない｡)これは農村地域では,現状あるいはそれよりやや

下廻る総労働力でより広い農地からより多くの作物生産をあげることを意味する｡ 増加人口の

新規労働力は,雇用を王として都市でみいだし,人｢~]の静止状態は都市部の人口が80-90%と

なるような状態であろう｡

都市化される地域での水とエネルギーの効率的な使用のために,水の再利用,チッソ固定,

リンその他稀要素の導入が必要となろうし,生鮮食品は拡大された都市区域の中でつくられる

であろう｡ エネルギーの節約は電気通信の発達,竃化された軌道網と軽自動車との組み合わせ

によって達成されようし,メコン流域に予想される最大の都市集団区域では運河交通との組み

合わせがきわめて有効であろう. 住居区域その他に要する物理的空間については,幅広い意見

があるが,都市化のスペースが兄いだせないことはあるまい｡

結論として,メコンは開発のスター トを トップで切ったから,辛うじてまぬがれるかあるい

は今後三世代目に遭遇する若干の人口過剰を除いて,重大な破局なしに人口の静止状態に達す

る可能性があるO

以上のような Meierの見積る人口の極限支持力は, 日本, タイワン,オース トラリアなど

で現に行なわれている農業技術革新 (それらは政府の米価維持に支えられてきたのであるが)

が,ほとんどのメコン河下流域にも適用可能でなければならないという確信に基づく｡3)彼は

社会政治的な政策選択には議論の焦点をあてていないが,ともあれ流域の人‡｣収容力を現行の

4倍とする彼の計算は,ひとつの有力な示唆というべきであろう()

口 水 文 観 測 お よ び 工 学 的 調 査

メコン河下流域でえられる工学上のデータに関する限り,それは1958年のWheelerReport4)

の勧告に負うところが大きい.Wheeler調査団は,多くの関連調査研究を同時に実用上最大の

規模で開始し,継続しなければならないとし,水文観測や工学的調査のほかにつぎの調査分野

を指摘したのであった :漁業,農業 (かんがい,洪水調節,排水),森林,鉱物資源,交通 (水

路,道路,鉄道,航空),電力市場,一般経済｡ そのための調査5カ年計画 (US$9.2×106),

国際レベルのエンジニヤによるメコン委員会のためのtechnicaladvisoryboardの設定, そし

て流域総合計画は可能な支流群の開発を考慮すべきことが勧告されたoいずれもつづいて実現

されたのであるが,最後の支流調査計画は1961年日本政府の手で遂行された｡

3)Meicr,R･IJ･1974."CommentsuponthefirstdraftofIIumanF.eologyinLongTerm RiverBasin
Plannlng,"MelTIOrandum,16August1974.

4) U.N.,1958l ProgrammeofStudiesandInvestigationsforComprehensiveDevelopmentOftheI.Ower

Mekongllnsin,ReportofUnite(INationsSurveyMission.
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気象 ･水文 ･河川に関する観測網は今軒ではかなり整備されているといいうるであろう｡表

7に観測所の数のみ示したO データ自体はメコン委員会が毎年編さんする HydrologicYear

Bookに公表されている.5)

表7にみられるように,流量測定や sedimentのサンプリングなどの質的な面は, タイを除

いて他の3カ国では不十分であるO観測所の数はともかくとして,戦争状態の影響を否定する

ことではきない｡ひきつづき沿岸 4カ国の観測計画に対する財政的支持と技術的 トレーニング

が望まれる｡またこれまで援助国から供給されてきたゲージや部品についても,観測所の維持

のため継続的な援助が必要とされよう(〕

表 ア メコン河下流域 の水 文観測所数 (1972)

水 位
自

所
記

鶴

ス タ フ

流 鼠 測 定 箇所
Sediment サ ンプル

水 質 調 査

気 象 観 測 所
自 記 雨 提 計
雨 敬 マ ス

運

気

発 .'1';
'｡〓

3

1

2

4

1

3

1

1

0

1

8

7

1

1

0

8

9

3

0

24

10

24

8

f

f
37

14

37

6

6

(H
U
1

8

0

9

9

1

6

1

6

4

4

2

4

.4.
2

2

2

3

りん
5

2

1

11

29

14

29

7

1

f
32

8

32

4

3

131

メコンの本 ･支流開発の主として工学 面のマスタープランと しては,1970年の Ⅰndicative

BasinPlanが代表的なものである. 個々の本流域計画としては, サンボール地点とパモン地

点のフィージビリティ調査がそれぞれ日本とアメリカによって完成された｡支流プロジェクト

については多くの地点の調査 ･計画がさまざまの援助国および沿岸国の手でなされ,かなりの

プロジェクトがすでに建設された｡ただしベ トナム戦争の影響で,これまで完成されたプロジ

ェクトはほとんどタイとラオスに集中している｡

支流開発のマスタープランとしては,前述の日本の調査以来メコン委員会事務局の手で調査

がつづけられ,詳細なInventoryStudyがすでに東北タイを除いて完成されている｡

Ⅲ 経 済 ･社 会 調 査 そ の 他

エンジニヤWheelerの敷いたメコン開発の路線は決してまちがっていなかったが, 全体の

枠組みとしては不十分であり,とくに経済 ･社会面の開発を網羅 していないとしてその後補足

5) MekongCommittee.1973.ReportontheMeteorologicaland HydroZogicNetworkintheI,over
J41fehongBa∫in,InformationNotebytheSe(､retariat.
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されることになった｡ WheelerReportが人[｣調査に全然ふれていない ことを指摘 した

Breuveryは, 人口動態の評価なしにいかなる計画も立てえないとし, 1959年に次の3年間に

必要な調査としてつぎの諸点を勧告 した｡6)

(a) TonleSap計画はカンボジアおよびベトナムに及ぼす漁業の影響調査なしには成り立つ

まい｡

(b) パモン,サンボール計画の生み出すような巨大な電力を消費する苗場は,電力需要に結
びつく鉱床の発見されない現和 まもちろん,近い将来にも予想されない｡鉱物資源のsystel-ト

とlticな調査,アルミニウム産業導入の可能性調査などが必要である｡

(C) 人口統計や社会 ･経済的諸条件の把捉については,すくなくともサンプ ル調査を先ず開

始しなければならない｡

(d) 農業調査や試験は開発プロジェクトに結びつくものでなければならないoまた一般にど

の分野でも,新しく唱遺される方法を地域社会が積極的に受け入れるために,バイオニヤ ･

プロジェクトを最優先させるべきである｡ 分野別には,養魚,森林資源管理.,肥料年産,加

工産業,国際管理の農業実験の centralstati()nなどo

(e) 現状では基礎資料を欠 くので,経済面全体の総合研究は不~･朋巨であるが,計画方法の統

一と調整をはかることは当面有用であろう｡

(f) 沿岸国相互間の貿易,相補または競合する経済活動について,また4カ国がグループと

して外側の世界と貿易する可能性などについて分析すること｡

(g) 運輸条件- たとえば鉱業や電力消費産業と産晶の流通市場にかかわる- の調査と輸

送施設の開発はきわめて重要である｡

(h) 上にあげた諸調査に結びつけて, 現職の lo(､L11juni()rofricersの トレーニングが最大規

模で行なわれねばならない｡

上のような見方は,1962年の年i17封こ提出されたシカゴ･グループの報!ll]1書7)により体系的に

結晶される｡WheelerReportと双壁をなすこの通称 WlliteRepOrtは, その後ながくメコン

委員会のアクションの ｢導きの糸｣となったO現在でもその地位は変わらず,現に実施されつ

つある pioneeragriculturalprojects,宇宙写真による土地利用の解析, 前述 した Meieroj

ultimateMekongsystem の分析など,ことごとくこの r(､l)Ortにそれらの萌芽が見出されるの

である｡以下勧告された14項目だけを列挙しておくn

l･ StrengtheningtheCommitteUStair

6) DeIireuvery,M.E.S.1959. LSlummar)ノOfFindz'ng∫a71dPropo∫a/S "Ii/leEcoJZ,,mZ●rDt･velopme71Zoj-

1/zeIJO子で,er_,7/7eL,07zgBa∫zn,UnitedNationsProgramrneofTechni(､と11AssistElnCe･

7) MekongCommittee,1962.EconomicandS〃Cz'aZj･1spelt∫,i IJOZe･CrMcl,ongDcZ/･e/(,Pmcnt,AR叩()rt
l,yr.illJertIll.White,r/lT/.
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2. ExpandedCommitteeServices

3･JointFJffOrtswithIntergovcrnmentalAgencies

4･CooperativeExamination ofFeasibilityMethods

5･SttldiesorScaleandScopeortheUltimateMekongSystem

6･ FJXPlorationofPracticableAdministrativeArrangementforInternationalCon-

structionandOperation

7. SynthesisofAvailableDataonResources,ResourceUse,andS()cialCharacteristics

AffcctingLandDevel()pment

8. 13asicInventorybvAerialPhotointerpretationノ

9.AssessmentofMeasuresforAgriculturalImI)rOVement

lO.ComprehensiveAnalysisOfPowerMarketPotential

a.工)omesticMarketforResidential,Commercial,andNormallndustrialLoads

l).Transporトoriented Electr o -Process Industries Producing for Area and

lnter-regionalMarket

e.Power-oricntcdF.lectro-ProcesslndustriesProducingf()rlnter-regionalor

VVorldMarket

ll. FloodForecasting andDamageReduction+

12. SpeedingupAgriculturalServicesandTraining

13.ComprehensiveRuralI)emonstrationProj什t

14･ F･xperimentalForestPlanting

WhiteReportは最後に上の14勧告の実施のスケジュールと費用の概算を挙げている. 実施

期間は最大のものでも60カ月,総費用は大部分外貨として US$12.5×106とされた｡

ここでメコン委員会の成立 (1957)以来,1973年末まで16年間余につかわれた費用をみてみ

ることは意味があろう｡表8に示すように,調査計画費の計はもちろん個々のプロジェクト調

査費を含んでいるせいもあるが,Wheelerや Whiteの勧幣した額をはるかに越えたものであ

る｡

表8の拠出額の中で,日本の場合,投資前調査費の総額に対する割合が他の国々に較べて異

常に低いことは注目されねばならない ｡ これが援助額のわりに国際的には声望をえていない一

閃となっている｡

メコン委員会はその正式名の表わすように調査調整のための機関であるが,その最終目的は

開発プロジェクトの実現にある｡ したがって数多くの訪uq査研究は,終局的に多方面のプロジェ

クトの実施計画として結集される｡その意味で,かなり早期に着手しなければならないプロジ

ェクトとして,1974年時点でベ トナム戦後復興開発 リス トに挙げられた46のプロジェクトの規
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表 8 メコン開発の資金源*-1973年12月31日まで (単位US$1,000)

資 金 源

ア

日

西

オ

カ

日ソ

ラ ン

ナ

カ

本

独

ダ

ダ

フ ラ ン ス

オ ー ス トラ リア

イ ギ リ ス

ニュージ- ラン ド

デ ン マ ー ク

イ ス ラ エ ル

イ タ

イ

ス

フ

/ヾ

イ

ノヾ

イ ピ

ン

イ

-

ギレノ

ラ

スキ

オ - ス

タ

リー

ア

ド

ス

ン

ー

ン

ン

ア

イ ン ド ネ シ ア

ス エ ー デ ン

ホ ン コ ン

プ イ ン ラ ン ド

ノ ル ウ ェ ー

エ ジ プ ト

25援助国計

170

投資前調査
･計画費

23,557

1,838

554

4,404

1,365

2,111

1,017

1,048

368

10

251

62

611

475

351

337

290

100

75

25

20

20

10

10

5

建 設 費 計

27,161 50,718

20,156 20,710

4,770 . 9,174

1

7,497 ! 8,662

5,057 7,168

4,250 5,267

1,641 2,690

1,280 1,290

877 1,128

1,000 1,062

150

948

635

431

337

290

250

75

25

2020

1010

5

38,912 ; 102,482 141,394

ク メ ー ル 5,183 9,328 14,511

ラ オ ス 4,737 1,130 5,868

タ イ 13,595 52,348 65,943

ベ ト ナ ム

沿岸4カ国計

UNDP

UNOTC

ESCAI)

FÅo

IAEA

ILO

UNESCO

UNICEF

UNIDO

WFP

4,405 11,220 15,625

27,920 74,027 101,947

21,323

453

791

140

56

13

18

50

87

37

811 22,134

453

791

140

56

13

18

50

87
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WII()

WMO

ADO

国際機関計

ア ジ ア 財 団

フ ォー ド財 団
マグサイサイ財団

そ の 他

27

601

10

218

出典:M(､k()ngCommitteLe,AmuaZRePor11973,

. 8

1

45

68

27

601

10

286

179,624 】 270,342

横を表 9に示 してお くO

さて,メコン河下流域の全体計画の中で,メコンデルタ,なかで もベ トナム側のデルタ地域

はどのような位置を 占めるであろうかO 大胆に要約すると, この地域は 稲作に適する粘土質

沖積土,畑作に適するメコン後背地その他か ら成 り,土壌は全流域の中で も最も肥沃な部類に

属する｡洪水氾濫の程度 もカンボジアにおけるように深刻ではなく,自然条件に恵まれて地域

の大半は早 くか ら入植がすすみ,農業生産のポテンシャルはメコン河下流域の中でも最 も高い

といえよう｡また,人口増に伴 って 1戸当り土地所有または耕作面積は細分され,農地改革の

効果 もあって農家の経営規模は縮小 し,粗放農業か ら集約農業に向かう傾向をもつ ｡ そのこと

を示す例を,少 し古いデータであるが1962年のWhiteReportの中か ら引いてお く(塞lo)0

表 9 戦後復興開発に要する資金*(単位 '.US8106)

地 域

ク メ - ル ト16

ラ オ ス と タ イ 17-20

ラオスとベ トナム 21

ラ オ ス 22-29

ベトナムとクメール 30

1 1,()02.8a 13.6b

1,212.8e 0.4

39.0 0.2

267.2d 7.2

60.0 1.0

578.9 4.7

27.0

*出典 :MekongCommittee,Zdca∫forPa∫l-warRecon∫tructionandDeyclopment,30

April,1974.

aサンボールプロジェクト分(おそらくベトナムも受益対象となろう)US$690×106

をふくむ｡

b stungTrengフイ-ジビリティ調査の分 US$12×1()6をふくむ｡ このプロジェク
トはクメールとベトナム双方に便益があろう｡

eパモンプロジェクト分 US$1,200×106をふくむ｡このプロジェクトは王としてタ

イとおそらく北ベトナムに便益を与えるであろう｡

ANamTheunプロジェクトの分 US$250×106をふくむ｡ これはおそらく主として

北ベトナムとタイに便益があろう｡
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蓑 10 農業人口密度と耕作状況 (ベトナムの24州の統計から)

農家家族数/ha

Low (2-4.4)

liigh (4.87.5)

Veryhigh(8.5-10･5)

国平均 (4.55)

:かんがい水田
:の%

1

3

3

2

1

3

5

2

米の全生産量
還荏…晶聾賃の面のうち2

分 の%

1 3

13 23

56 30

10 10

肥料使用農家の%
3

nU
8

1

1

りん
5

3

画 Moun†oins

Eコ F'oo†ingRice… e〒†ernMekongDe.t｡

Eヨ bU,-禁T.hn,.Q,reQOn(dOrQgC7dn:?,Sot'sinfluenced
O IO2030,.4b50 100km

図3 Themaille(,OSySte1-lSintheMekongdelta
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メコンデルタの総合的な調査としては,1974年番完成 した数年にわたるオランダ ･チームの

もの,1974-1975に行なわれた京大東南アジア研究センターのものなどがある｡ここでは,冒

Tメコン事務局の重要な仕事の一部となっている流域全体のエコシステム的分類- 農業開発

計画の方向づげと優先)1郎土を決めるための- の中から,ThaiCongTungの行なったベ トナ

ムのデルタの分を図 3に示すにとどめる08)

tV パ モ ン計 画 と メ コンデル タ

パモン･プロジェクトは, ビエンチャンの上流約 25km にダムサイ トをもつメコン本流最

大の計画である (図4参照)0 1962年になされたメコン委員会の要請に応じて,アメリカ開拓局
(USBR)が10年がかりで フィージビリティ調査を完成 した｡ 資金分担は アメリカ(US$14,

116,000),タイ (US$4,405,000),オース トラリア(US$280,000),ラオス(US$73,000)であっ

た｡1972年に提tjJ.された PhascIlMainReportか ら主な事項をひろってみようO

パモンダムは高さ 115m (満水面標高 250m), 堤長 1,360m の場合, 有効貯水量 80,660

×106m3,貯水面積 3,722km2となる｡この場合,出力 600MWx8基の設置によって,年間
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図4 メコン河本流プロジェクトの縦断面図

8) ThaiCongTung良 Pham IioangHo,1974. Ecosy∫tcm Unit√tnzheVietname∫ePartoftJ@eLower
MehongRiverBa∫in,Zt∫EnvironmentRe∫carchGaP∫1
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16,900×106kWhの丘rmpowerと7,000×106kWhの2次電力が可能となる｡なお,ダム直

下流の河道流下能力 17,000m3/secまで最大使用水量を上げると,10,200MW のピーク出力

ポテンシャルとなり,西暦2000年頃の最大使用時点ではその程度の開発を要するともいわれて

いる｡

このほか直接期待される便益として,ダム地点からメコン河口までの洪水調節,なかでもダ

ムからナムグム合流点までの氾濫防止,ほぼ 7.7×106人が対象となる上水道･工業用水の供給,

822,000haのかんがい (ラオス :102,130ha,タイ :720,240ha), 104,000haの on-farm

養魚池への給水 (ラオス :12,940ha,タイ :91,510ha)がみこまれる｡かんがいのポテンシャ

ルとしては,調査未了ながら東北タイの Mun河とChi河とにはさまれた 2×106ha程度のか

んがいは追加できよう｡また電力使用ポンプにより,メコン河沿いのかなりの耕地 もかんがい

できよう｡さらにはかんがいの代替案として,タイの中央平原 (ChaoPhraya河下流域)に流

域変更して約 2.2×106haに補水すれば,年 2作により約 20×106人の食糧を供給 しうるけれ

ども,メコン河水を他流域に分けることの可否はなお決定 しえないので,この調査はすすめら

れていない｡

このパモン計画は建設費 US$1,200×106を要するのであるが,電力の年便益だけを考えて

もすでに年費用を上廻るものがあるので,便益の付加されるかんがい全域の調査完了をまたず

に着手のための資金手当を始めてよいとされている｡メコン事務局では現在,水没地対策,ダ

ム操作の最適化,洪水調節や乾季の基底流量の増強による下流便益の研究がすすめられている｡

パモンダムのポテンシャルは明らかで早期着工の望ましいことも否定されないとしても,こ

の調査は受益地をあまりにダム直下流の地域に限定したきらいがあった｡電力の最大の受益者

は北ベ トナムかもしれないし,洪水調節効果の最も顕著なのはカンボジアかもしれない｡かん

がいに利用できるメコンの乾季流量の増強を見とおして,1973年 4月のメコン委員会 (サイゴ

ンにおける正式会議)で,ベ トナムがパモン計画につよい賛意を表したことは興味ぶかい｡

ナムグム ･ダムのかさ上げやサンボール計画がパモン計画と連繋することによって,電力便

益が著しく増すこと,さらにスタントレン･ダム計画が加わればメコン河下流の洪水調節がほ

ぼ完全に果たされることはすでに調査事実となっている｡

前述の洪水調節の下流効果については,地形図, 宇宙写真9),SOGRtll,AH モデルによる計

算10)などの解析をとおして進行中 (メコン事務局)であるが,そのうちSOGRF,AH モデルに

よる中間結果をつぎに示す｡メコンデルタで期待できる洪水調節効果の規模は,豪11,12から

9)ERTSimagerydata,October1972-May1973.

10)SOGREAIi,theMekongDeltamathematicalmodel,1962--1968.
カンボジアのKratie,GrandLac以下ベトナムのMyTho,CanTho付近までの浸水域を293の lTICShes

に分け,水理条件から水位を求めるもの｡洪水観測値に照らして ca】ibrationがなされ,洪水シミュレ
ーションのモデルとしては現在もっとも精度がたかいとされる0

174



川合:メコンデルタ:そのメコン水系全体計画の中での位置づけ

表 11 メ コ ン 河 の 確 率 洪 水a

_ ∴ t:-'t=t-二_:I-I-二t_=∴ - _

AtKratie(max.dischargein1,000m3/scc)

Firmpower+ 爪oodcontroIC

Floodcontrolonlyd

45.3 r51.6

AtKratie(max.waterlevelinm,IIatienMSL)

Unregulated ≠19.70

Firmpower+floodcontrol
Floodcontrolonly

20.74F21.30㌢22.62

18.15≧19.10

AtPhnomPenh(max.waterlevelinm,HatienMSL)

Unregulated

Firmpower+floodcontrol
Floodcontrolonly

9.26ぎ 9.75

20･27t21･78
19.63芦21.02

出典 :MekongSecretariat(未発表)

aSOGREAH モデルによる洪水計算34年間 (1936-1969)の結果にもとづくo

bパモンダムで全く洪水調節を行なわない場合｡

Cパモンダムで Lirmpowerに要する容量を確保しつつ洪水調節を行なう場合.

d パモンダムで発電のための容量を考慮せず,もっぱら洪水調節を行なう場合｡

表 12 1961年洪水による浸水面積a(単位 1,000ha)

地

Quadrilateredel'Quest

CisIねssacVietnamien

PlainedesJoncs

TramsBassacKhmer

Left-bankofMekong

GrandLac

Mekongupstream

Vaicoupstrealn

MekongV.N.

BassacV.N.

Vaicodownstream

Total

175

80.1

72.4

66.0

23.28

22.52

21.75

10.93

10.55

10.20

PaMong
の効果
(9-(夢

422 5 416 6

一三~ 二三三 ~

8 7 : 1

43 43 0

8 8 0

4 【 4 ･ 4 0

出典 :MekongSecretariat(未発表)

aSOGREAIlモデルによる計算にもとづく｡

b 地区分割は SOGREAH による｡図5参照｡

e洪水調節のみ｡ (発電を考慮しない場合)
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図5 0ivisionofthedeltaint()sixsect()rsforthecalibrationofthepreliminarymo(lei
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だいたい察することができる｡1961年洪水 (10数年に1回の発生確率)の場合,パモンダムに

よる洪水ピークカットは7,000-ll,000m3/secていど可能であり,それはプノンペンにおいて

45-75cmていどの水位低下をもたらす｡上の大きいほうの数字に相当するパモンダムを洪水

調節専用に操作する場合,その水位低下はデルタ全体ではほぼ44万haの浸水地域の縮小を意

味する｡しかしこの浸水をまぬがれる地域は,大部分がカンボジアの太湖周辺とメコン左岸部

であって,ベ トナム-の影響はわずかなものにとどまるようである｡

Ⅴ デルタのパイオニア ･プロジェク ト

さきにWhiteReport(1962)がデモンス トレーション･プロジェクト(3,000-5,000ha)を勧

告 したことを述べたが,このようなプロジェクトを先行させてその農村地域社会に与えるフル

･インパクトを調べるアイデアは,1967年にメコン委諮問委員会が強力に支持するまで真剣に

はとりあげられなかった｡1969年以降,世銀調査団によるパイオニア農業プロジェクトの観想

が出された｡プロジェクト準備資金として UNDPが US$1,000,000,日本 ･オランダ ･UK･

USが計 US$1,000,000を拠出し,それに基づいて IBRD を実施機関, FAOを協力機関と

する準備作業の PlanofOperation(UNDPregionalproject253)に関係国 ･機関がサインし

たのは1971年9月であった｡候補プロジェクトは当時15,その後security問題やidenti丘cation

の結果中止されたり新たに加わったものがあって,現在は11プロジェクト (クメール :3,ラ

オス :2,タイ :3,ベ トナム :3)である｡1972年,ADliも実施機関に加わった｡ これら

のプロジュク トの大部分はすでにフィージビリティ調査が完了し,世鋭およびADBからそれ

らの計画の最終的な概要 :ProjectReviewMemorandum が出され,資金手当と着工をまって

いる.デルタには MukKampul(クメール),GoCong,CaiSan,TiepNhut(いずれもベ ト

ナム)の4プロジェクトがあり,GoCongはすでにADI主借款により実施設計に入っている｡

パイオニア ･プロジェクトは, すくなくとも10-20の村落, 1,000戸ないし数千戸を含む地

域が農業開発にあたって遭遇する物理的,経済的,組織制度上の諸問題を実地に解決し,必要

な情報をえ,その地域が拡大されて将来フル ･スケールの広域農業開発につながることを目的

にしている｡ パイオニア･プロジェクトは,メコン河卜流域のさまざまな地形･土壌･水文条件

等を代表するように選ばれていて,それぞれモデルとして適用できる範囲をもつ｡例えばメコ

ン沿いのIeveesoil地域,内陸部の溜池または支流の分水によりかんがいされる地域,デルタ

のポンプかんがいまたはかんがいと塩分侵入防止を併用しなければならない地域等｡図6にプ

ロジェクトの位置とそれらが適用される地域をかんがい手段別に示した｡すなわちパイオニア

･プロジェクトの総面積 65,000ha,適用面積約 2,400,000haであるO

個々のパイオニア･プロジェクトの計画には統一された基準とか,長期的な計画の方向がは
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川合 :メコンデルタ:そのメコン水系全体計画の中での位置づけ

つきりとみられるわけではない｡面積は 1,300ha(MukKampul)から12,000ha(NongWai,

すでにAI)I‖持款により着手)に及び,建設費もほぼ US$1,000/haからUS$2,000/haにわ

たる｡総じてこれらの計画内容は区々に短期的処方を提案したものが多く,これらから受ける

印象は "chaos"ll)であるかもしれない｡ しかしながら, これはパイオニア ･プロジェクトの

実験的性格から当然のことであって,"経験しつつ学ぶ〝以外に計画の方法はないのであろう｡

地域の自然条件は既述のようにまちまちであり,メコンや,TF流域に統一 して適用をはかる計画

基準などは無意味であろう｡ またパイオニア･プロジェクトがたとえば100年先を計画目標と

する必要もないのであるO ただどの計画も程度の差はあれ,extensiveからintensiveな農業

を目指していることは共通しているくつ

おわりに,現今のベ トナムのデルタ開発戦略とベ トナム政府のプロジェクト選択基準にふれ

ておこう｡ 運河を多く掘ることに よって えられる水面と耕地面との高さの差をできるだけ縮

め,人力なり低揚程のポンプなりでかんがいすることがこれまでの基本戦略であった｡落差が

1m以下 (50cm が望ましい)になれば,今ではほとんどの農民が所有しているボー トのエン

ジンで現地製のバーチカルポンプを廻 し,容易にかんがいできる｡ ポンプ効率のきわめて低い

のがこの方法の短所であり,総合ポンプ場とそこからhighbank水路による重力かんがいが荏

々提案される｡ しかしhighbank水路の維持はむつかしく, 堤防材料の粘土は乾けばひびわ

れを生じて漏水する上に,軟弱地盤のために沈下も生じる｡ すでに堤防の確定している河川ク

リークに調節樋門を設け,水面を高く保持したり海水擬人を防止したりするのはひとつの重要

戦略であって,現在所々に見られるが,歴史的にもかんがい用の高い水路はデルタにつくられ

なかったようであるo

CanThoの南,Bassa(､河に開口するKinhSoMotcanalから取水するかんがい計画に Ke

Sachプロジェクトがあるo これはオランダ ･チームが数年にわたるデルタ総合調査の副産物

として見出したものである｡面積 65,000ha(Phase1:25,000ha),取水口と支線水路を増設す

るだけの内容で,ha当りUS$100以下の投資ですまされる｡既耕地の農民がすでに低揚程ポ

ンプによる雨季の補給かんがい,乾季のかんがいに習熟しているので,現在の二期作率30%を

目標の80,%にあげることは, 水さえあれば容易と察せられる. 同じくBassac河右岸の Can

Thoプロジェク トもまた類似の計画であり,面積 46,000ha(うちかんがい可能地 37,000ha),

建設費的 US$5.2×106(US$150/ha),すでにIR品種が20%導入されて 4t/haの収量をあげ

ている地域である｡将来必要であるから始めなければならないパイオニア農業プロジェクトの

いくつかは,開発に対して自然条件がきびしく,また天水農業地域であるゆえのむつかしさを

もっているのに対し,KeSachや CanThoのような効果発現の早期に期待できる地区を政

ll) MekongSecretariat,March1974･ CommenljlOnPioneer AgriculturalPrlject,117id-term Rem'ew
Meetz●ng.
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府が選ぶのはむりからぬことである｡プロジェクト選択の基準として DirectorateGeneralor

IrrigationandRuralEngineeringでは,つぎのものをあげる｡

1) Securityが確保されていること

2) 人口密度が高い地域であること

3) 低投資で高便益がえられること

4)あるていどの量の良質の水がすでにあり,ダムや大規模の取水ゼキなどを必要としない

こと

5) 農民がすでにあるていどかんがい農業に習熟し,政府案に対して協力的であること

上の基準はまことに現実的であって,パイオニア農業プロジェクトよりもっと短期な所を狙

っているから優先順位が高いにはちかいない｡しかしデルタ全体の長期のマスタープラン,吹

のもっとむつかしいプロジェクト- まだかんがい農業の利点を知らされていない多くの農民

にそれを知らしめるプロジェクト- の調査 ･研究 ･着手の必要性は,決して減ずることはな

いであろう｡日本チームが行なった二つのパイオニア･プロジェクト計画,TiepNhut(ベ ト

ナムのcoastalbelt)とCasierSud(ラオスのfloodplain)はまさにそのような例なのであっ

た｡
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